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特区推進グループ

１　国家戦略特区の推進
平成26年５月に大阪府の全域が「関西圏」として国家戦略特区に指定されたことを受け、特区を活用した事業の推進を図るため、国や関係地方公共団体、関係機関との協議・調整を行い、国に規制改革を提案するとともに、区域計画の策定を行った。

（1） 関西圏国家戦略特別区域会議の開催
関西圏国家戦略特別区域会議において、区域計画の作成や特区事業の実施に関し、必要な協議を行った。
○会議開催状況
	
	開催日
	場所

	第９回
	平成28年5月10日
	中央合同庁舎8号館

	第10回
	平成28年8月31日
	イイノホール&カンファレンスセンター

	第11回
	平成28年12月2日
	虎ノ門ヒルズフォーラム

	第12回
	平成29年2月10日
	六本木グランドタワー



（2） 関西圏国家戦略特別区域計画の策定
関西圏における産業の国際競争力の強化及び国際的な経済活動拠点の形成を図るため、区域計画を策定し、内閣総理大臣の認定を受けた。
○区域計画認定状況
	
	認定日
	内容

	第8回
	平成28年4月13日
	・旅館業法の特例
・外国人家事支援人材の受入れに係る出入国管理及び難民認定法の特例
・土壌汚染対策法施行規則の特例

	第9回
	平成28年5月19日
	・旅館業法の特例

	第10回
	平成28年9月9日
	・都市公園の占用許可に係る都市公園法の特例

	第11回
	平成28年12月12日
	※大阪府関係の認定はなし

	第12回
	平成29年2月21日
	・設備投資に係る課税の特例
・都市公園の占用許可に係る都市公園法の特例


（3） 国家戦略特区における新たな措置に係る提案募集について
区域会議において、国に対し、待機児童解消に向け、保育所設置基準の緩和などについて提案を行った。

２　関西イノベーション国際戦略総合特区の推進
大阪・関西の強みであるライフサイエンス分野やバッテリー等のグリーン分野におけるイノベーション創出を目的とした「関西イノベーション国際戦略総合特区」の推進に関し、国や関係機関との調整を行うとともに、プロジェクトを継続的に支援するため、総合特区計画の更新等について3月27日付けで国の認定を受けた。

３　構造改革特区に係る調整
規制の特例措置の提案や特区計画の申請等に関して、庁内関係部局や関係行政機関等と総合的な調整を行った。
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